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第６期兵庫県障害福祉推進計画 骨子案 

①第6期障害福祉推進計画の位置付け・考え方 

○兵庫県の障害者福祉施策の基本方針である「ひょうご

障害者福祉計画」のうち、実施計画に該当する障害福祉

計画部分を策定する。 

○地域移行・就労移行・障害児支援分野等に関する目標

を成果指標として、必要となる障害福祉サービス等の見

込量を活動指標として設定する。 

○上記成果指標を達成するために、その他の率先取組指

標や地域生活支援事業の見込量も設定する。 

②第6期障害福祉推進計画の枠組 

１ 

ひょうご障害者福祉計画の実現 

第5期策定後の現状や課題を踏まえ、新たに2つの柱「相談支援体制の充実・強化等」、「障害福祉サービス等の質の向上」を加え、「福祉施設の入所者の地域生活へ
の移行」、「精神障害者を地域全体で支える体制の構築」、「地域生活支援拠点等が有する機能の充実」、「福祉施設から一般就労への移行等」、「障害児支援の提供
体制の整備等」、という7本の柱を成果目標として設定 

精神障害者の増加 

障害者の重度化・高齢化 

障害福祉サービス等の多様化 

相談支援専門員の不足 

○「ひょうご障害者福祉計画」については、今年度、本推

進計画と同時に改定予定であったが、新型コロナ後の

新しい生活様式を考慮した障害福祉サービスのあり方

を踏まえるため、今年度は障害福祉審議会での審議を

継続しつつ、令和３年度末を目処に、コロナ後の社会を

見据えた理念や施策の方向性を盛り込んだ新たな計画

を策定。あわせて、推進計画の見直しも検討 

活動指標： 
障害福祉サービスの見込
量や人材確保見込量など
障害福祉事業の見込 

成果指標 目標 県の目標に対する考え方 国の考え方・見込 

障害者支援施設 
から地域生活 
への移行 

R1施設入所者の6.0% 
（R2～R5(4年累計)） 

直近の移行割合は単年度2.1％、
伸びの鈍化（第4期3.6%→第5
期2.1%)も考慮して、単年度1.5%
とし、4年累計で国目標と同値

の6.0%とする 

現状の水準を踏まえると、第6
期(基準：R1、R2～R5累計) 
は、5.7%と推計 
→ 第6期目標：6.0% 

施設入所者の削減 
R1施設入所者の

▲1.6% 
直近の削減割合は1.2％、国目
標と同値の▲1.6%とする 

現状の水準を踏まえると、第5
期(基準：H28)は、▲1.6%と推計 
→ 第6期目標：▲1.6% 

◆ 地域生活への移行者数(累計) 
  H28入所者に対する割合 

(1)福祉施設の入所者の地域生活への移行 
第5期実績 第6期概要 

施設入所者の重度化・高齢化により、入所施設からの退所は入院・死亡を理由とする割合が年々高まっており、自
宅やグループホームなどへの地域生活移行者数の伸びは鈍化傾向 

障害者の重度化・高齢化に対応するための、日中サービス支援型グループホームなど障害福祉サービスの機能強
化や地域生活支援拠点等の整備にかかる取組を踏まえながらも、地域移行者数・施設入所者数の削減について目
標を設定 

5,627 

221 
4.1% 

331 
6.2% 

484 
9.0% 

施設入所者数 
H28入所者に対する減少割合  

113 
2.1% 

その他の率先取組指標 
地域生活支援事業 

障害福祉
推進計画
（第5期）

R4 R5 R6

障害者福祉計画
障害者福祉計画

(第2期)

H29 H30 R元 R2 R3

5カ年

延長

推進計画

（第6期）

見直し

7カ年

策定

3カ年 3カ年

成果指標：５本柱 
① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 
② 精神障害者を地域全体で支える体制の構築 
③ 地域生活支援拠点等の整備 
④ 福祉施設から一般就労への移行等 
⑤ 障害児支援の提供体制の整備等 

ひょうご障害者福祉計画の実現 

活動指標（新項目例） 
障害の種別や各種のニー
ズに対応できる総合的・専
門的な相談支援実施数  
地域の相談支援事業者の
人材育成の支援件数  
県が実施する研修等への
市町職員の参加人数 

その他の率先取組指標 
地域生活支援事業 

新
た
な
障
害
者
福
祉
計
画
の
体
系
に
合
わ
せ
て
見
直
し
を
検
討 

第5期 第6期 

等 

5,372 5,332 
▲0.7% 

5,306 
▲1.2% 

5,305 
▲1.2% 

5264 
▲2.0% 

成果指標： ７本柱 
① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 
② 精神障害者を地域全体で支える体制の構築 
③ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 
④ 福祉施設から一般就労への移行等 
⑤ 障害児支援の提供体制の整備等 
新 ⑥ 相談支援体制の充実・強化等 
新 ⑦ 障害福祉サービス等の質の向上 

コロナ後を踏まえて令和３度末に、新たな障害者基本計
画を策定 

第5期策定後の
現状・課題 

新 

新 

新 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

③第5期推進計画の実績・第6期推進計画の成果指標 

【参考：第4期障害福祉計画実績値】 
移行者数（対H25）実績： 
14.4%(年平均3.6%) 

入所者数の減（対H25）実績： 
▲2.4％ 

資料３ 
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H28(基準) H29 H30 R1(実績)

２ 

年度 人数 
伸び率 
(対H28) 

H28 41,140人 - 

H29 43,179人 105.0% 

H30 48,044人 116.8% 

R1 50,143人 121.9% 

成果指標 目標 県の目標に対する考え方 国の考え方・見込 

退院後１年以内の地域における 
平均生活日数 

316日 
H30時点の上位10%の 
都道府県の水準 

同左 

入院後の退院率 

3ヶ月 69.0% 
H30時点の上位10%の 
都道府県の水準 

同左 6ヶ月 86.0% 

1年 92.0% 

長期在院者数の減少 
65歳以上 2,907人 推計式に基づく 

（別紙参照） 
別紙参照 

65歳未満 1,857人 

地域移行に伴う 
グループホーム等整備量 

65歳以上 738人 推計式に基づく 
（別紙参照） 

（県独自の指標） 
65歳未満 1,914人 

保健・医療・福祉関係者 
による協議の場の設置 

圏域 8圏域 
全圏域・全市町域で実施 同左 

市町域 41市町域 

【地域生活への移行者数 
(対H28累計】 

(2) 精神障害者を地域全体で支える体制の構築 
第5期実績 第6期概要 

65歳未満の長期在院者数の減少がR１時点でR２までの目標を達成するなど、第5期の成果目標である長期入院患
者数の減少・入院後の退院率等については、一定の取組が進んでいる。一方、精神障害者保健福祉手帳所持者数
の増加が大きく、精神障害者が地域住民と共に地域生活を暮らすことができる体制の一層の整備が必要 

これまでの取組を一層推進するとともに、精神障害者が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることが
できるよう、医療、障害福祉・介護等が包括的に確保された体制を推進する観点から、それらを評価する指標として、
精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日数を新規成果目標として設定 

5,627 

22２ 
4.1% 

337 
6.3% 

484 
9.0% 

113 
2.1% 

【施設入所者数 】 

【参考：第4期障害福祉計画実績値】 
移行者数（対H25）実績：14.4% 
入所者数の減（対H25）実績▲2.4％ 

5,372 5,332 
▲0.7% 

5,306 
▲1.2% 

5,307 
▲1.2% 

5264 
▲2.0% 

(3) 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 
第5期実績 第6期概要 

R1年度実績で、12市町域で整備済み（整備率：29.3%、全国整備率：19.1%（H31.4.1時点））。R2年度末までに、全市町
域での整備を目指す(複数市町による共同設置も可) 

整備後も、地域のニーズや課題に応え、地域で障害児者やその家族が安心して生活できる体制を確保するため、
必要な機能の水準や充足の検証・検討を年１回以上行うことを新規成果目標として設定 

(4) 福祉施設から一般就労への移行等 
第5期実績 第6期概要 

就労移行支援事業・就労継続支援事業の利用者数の伸びとともに、福祉施設から一般就労への移行者数も伸びて
いるが、令和元年実績で、就労移行支援事業者の利用者数の伸びが停滞するとともに、移行者数は阪神・神戸間
で減少。各取組を個別に評価することが必要。また、平成30年度からサービスを開始した就労定着支援事業は、利
用者数は伸びているものの、利用できる事業所数が限られているなど、利用状況は見込に対して低調 

一般就労への移行に係る目標として移行者数を堅持。その上で、就労移行支援事業・就労継続支援事業の各取組
を評価していくため、事業ごとに移行者数の目標を設定。また、就労定着支援事業については、利用状況を踏まえ、
更なるサービス利用を促すため、利用者数に係る新規成果目標を設定 

新 

【精神障害者 
 保健福祉手帳所持者数】 

整備済 R２整備予定 整備済み市町 

12市町域※ 

29市町域 
（整備済とあわせて 
全市町域に整備） 

神戸、姫路、尼崎、西宮、洲本、芦屋、相生、赤穂、川西、 
南あわじ、淡路、佐用 

成果指標 目標 県の目標に対する考え方 国の考え方・見込 

地域生活支援拠点等の整備 41市町域 全市町域に設置 同左 

機能の充実に向けて、年一回以上の 
運用状況の検証・検討の実施 

41市町域 全市町域で実施 同左 

※洲本市、南あわじ市、淡路市の淡路圏域3市については、圏域で1カ所の整備 

新 

成果指標 目標 県の目標に対する考え方 国の考え方・見込 

福祉施設からの就労移行者数の増加 R1実績:127% 
R1実績は128%(基準：H28) 
国目標と同値の127%とする 現状の水準を踏まえると、

第5期目標150%(基準：
H28)は達成困難と見込 
→ 第6期目標：127% 

うち就労移行支援事業利用者 R1実績:130% 移行率の上昇を見込 

うち就労継続支援Ａ型利用者 R1実績:126% 移行率の上昇を見込 

うち就労継続支援B型利用者 R1実績:123% 利用者の増加を見込 

就労定着率8割以上の 
就労定着支援事業所割合 

70% 
（R1実績調査中） 
国と同値を設定 

70%以上 

一般就労移行者のうち 
就労定着支援事業者の利用者割合 

70% 
（R1実績調査中） 
国と同値を設定 

70%以上 

新 

新 

新 

新 

新 

年度 見込 実績 進捗率 
H30 629人 112人 17.8% 
R1 926人 335人 36.2% 
R2 1,234人 － － 

【就労定着支援実績（人/月）】 

【一般就労への移行者及び就労移行支援事業・就労継続支援事業の利用者(H28を100％とする)】 

30%

45%

60%

75%

90%

1500人

2500人

3500人

4500人

5500人

6500人

7500人

H28(基準) H29 H30 R1(実績) R2(目標)

89.4% 89.9% 90.0% 89.3% 

82.5% 82.8% 84.0% 82.0% 

65.7% 62.5% 68.0% 65.0% 

3,762 3,759 3,682 3,643 3,535 

3,112 2,693 2,591 2,327 2,488 

■1年時点退院率 

◆6ヶ月時点退院率 

＊3ヶ月時点退院率 

■就労移行者数 
●就労継続支援A型 
▲就労継続支援B型 
×就労移行支援 

第６期兵庫県障害福祉推進計画 骨子案 

長期在院者数
(65歳未満) 

長期在院者数
(65歳以上) 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③第5期推進計画の実績・第6期推進計画の成果指標 

区分 H29 H30 R1 
■ 126% 135% 128% 
● 116% 117% 122% 
▲ 106% 113% 120% 
× 103% 108% 107% 



３ 

(5) 障害児支援の提供体制の整備等 
第5期実績 第6期概要 

障害児に対する重層的な地域支援体制の構築及び重症心身障害児・医療的ケア児へ
の支援について、第5期推進計画にて新たに成果指標を設定・推進 

引き続き、重層的な地域支援体制の構築及び重症心身障害児・医療的ケア児への支援の充実を図る。また、難聴児の支援に当たっては、保育、
保健医療、教育の関係機関と連携し、切れ目のない支援を行うことが重要なことから、中核的機能を果たす体制の確保を新規成果指標として設
定。加えて、医療的ケア児等への支援の強化として、関連分野の支援を調整するコーディネーターの設置を新規成果指標として設定 

成果指標 R１実績 

重層的な地域支
援体制の構築 

児童発達支援センターの設置 25市町域 

保育所等訪問支援を利用できる体制 29市町域 

重症心身障害児・
医療的ケア児への
支援 

重症心身障害児を支援する 
児童発達支援事業所の確保 

13市町域 

重症心身障害児を支援する 
放課後等デイサービスの確保 

15市町域 

重症心身障害児を支援する 
居宅訪問型児童発達支援事業所の確保 

4市町域 

医療的ケア児者を支援する 
通所・居宅事業所の確保 

18市町域 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等 
各分野の協議の場の設置 

28市町域 

成果指標 目標 県の目標に対する考え方 国の考え方 

重層的な地域
支援体制の構
築 

児童発達支援センターの設置 41市町域 
児童発達支援センターを中核とした
地域支援体制を全市町域で構築 

R５年度末までに各市町に1カ
所以上 

難聴児支援のための 
中核的機能を果たす体制の確保 

確保 

地域生活支援促進事業「聴覚障害
児支援中核機能モデル事業」の活
用等を検討し、児童発達支援セン
ター、特別支援学校等の連携体制
をR5年度までに確保 

R５年度末までに確保 

保育所等訪問支援を利用できる体制 41市町域 

地域社会への参加・包容(インク
ルージョン)を推進するため、当支援
を利用できる体制を全市町域で構
築 

同左 

重症心身障害
児・医療的ケ
ア児への支援 

重症心身障害児を支援する 
児童発達支援事業所の確保 

41市町域 

医療的ケアが必要なため、一般の
障害児通所施設で支援を受けるこ
とが難しい重症心身障害児が、身
近な地域で支援を受けられるよう、
全市町域に整備 

同左 

重症心身障害児を支援する 
放課後等デイサービスの確保 

41市町域 同左 

重症心身障害児を支援する 
居宅訪問型児童発達支援事業所の確保 

41市町域 （県独自の指標） 

医療的ケア児者を支援する 
通所・居宅事業所の確保 

41市町域 （県独自の指標） 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等 
各分野の協議の場の設置 

41市町域 医療的ケア児が適切な支援を受け
られるよう協議の場を設置するととも
に、コーディネーターを全圏域・全
市町に配置 

同左 

医療的ケア児等に関する 
コーディネーターの配置 

41市町域 同左 

新 

新 

※いずれの指標も複数市町による共同設置や他市町の事業所利用可 

第６期兵庫県障害福祉推進計画 骨子案 

特別支援学校の敷地内 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

出展：地域生活支援促進事業「聴覚障害児支援中核機能モデル事業」（イメージ）を加工 

活動指標 R１実績 

重症心身障害児・
医療的ケア児への
支援 

医療的ケア児等に関する 
コーディネーターの配置 

12市町域 

③第5期推進計画の実績・第6期推進計画の成果指標 

【難聴児支援のための中核的機能のイメージ】 
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成果指標 目標 県の考え方 国の考え方 

基幹相談支援センター
等の総合的・専門的な
相談支援実施機関の
設置 

41市町域 
各市町において、総合的・専門的な相談支援
の実施※1及び地域の相談支援体制の強化を
実施※2する体制を全市町域で確保 

同左 

▲ 基幹相談支援センター(設置市町) 
 県整備率：51.2％ 全国:39% 

(6) 新 相談支援体制の充実・強化等 
第5期実績 第6期概要 

計画相談支援の対象者を原則障害福祉サービスを対象とするすべての利用者へ拡大したことに伴い、事業所数は
増加。これらの事業所へのバックアップを含め相談支援体制を充実・強化する取組の中核となる基幹相談支援セン
ターの設置も進んでいる 

１事業所当たりの相談支援専門員の数が少ないなど、運営体制が脆弱な事業所が多いことから、これら事業所を
援助するなど相談支援体制の充実・強化等をさらに推進 

※ 1 障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援の実施 
※２ 地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導助言 
 地域の相談支援事業者の人材育成のために行う支援の実施 
 地域の相談支援機関との連携強化の取組の実施 等 

(7) 新 障害福祉サービス等の質向上 
第5期実績 第6期概要 

障害福祉サービス等従事者の人材確保・資質向上等をはかるため、サービス管理責任者等及び相談支援専門員
への研修を積極的に行うとともに、障害福祉サービス等の情報公表制度の導入・制度の周知を推進 

近年の障害福祉サービス等の多様化、サービス事業所の増加に対応するため、事業所職員のみならず支援する
市町職員が、これまでより一層障害福祉サービス等の具体的内容を理解し、真に必要とするサービスが適切に提
供されているかの検証等を行うことが必要。また、自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過誤を無くす
ための取組や適正な運営を行っている事業所の確保をさらに推進 

成果指標 目標 県の考え方 国の考え方 

サービスの質の
向上を図るため
の体制の構築 

体制の構築 

・障害者総合支援法の具体的内容を理解するた
めの取組を行い、障害福祉サービス等の利用
状況を把握し、障害者等が真に必要とする障害
福祉サービス等が提供できているのか検証※1 

・自立支援審査支払等システム等を活用し、請求
の過誤を無くすための取組※2や適正な運営を
行っている事業所を確保する取組※3を推進 

同左 

120 358 372 394 
780 868 218 685 

16 

21 

4 

14 

相談支援専門員数(人) 
(1万人あたり) 県1.59人 全国：1.79人 

相談支援事業所 (事業所) 
(1万人あたり)  県 ：0.72事業所 
 全国 ：0.82事業所 

新 

※ １ 市町職員のサービス管理責任者等及び相談支援専門員研修への参加促進 
※２ 障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析してその結果を活用し、事業所や関係自治

体等と共有する体制の構築 
※３ 指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業者等に対する指導監査の適正な実施とそ

の結果の関係自治体との共有する体制の構築  
等 

利用者の個々のニーズ
に応じた良質なサービス
の選択や事業者が提供
するサービスの質の向上
に資することを目的として、
事業者に対して障害福
祉サービスの内容等を都
道府県知事等へ報告す
ることを求めるとともに、
都道府県知事等が報告
された内容を公表する仕
組 

区分 人数 

サービス管理責任者 及び児童発達支援管理責任者 732人 

相談支援従事者 422人 

【障害福祉サービス等の情報公表制度の概要】 

【障害福祉サービス等 
従事者の養成(R1実績)】 

第６期兵庫県障害福祉推進計画 骨子案 

新 

出展：厚生労働省HP 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③第5期推進計画の実績・第6期推進計画の成果指標 



資料３別紙 
精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に向けての 
入院需要及び基盤整備量について 

 
 
１ 概要 

  第６期障害福祉計画の最終年度である令和 5 年度末の精神病床における入院需要及び基

盤整備量について、国の定めた推計式により算定。 
 
２ 目標値の設定（国の推計式）の考え方 

（１）精神病床が有する機能について、①３か月未満の入院を「急性期」、②３～12か月未満

の入院を「回復期」、③12か月以上の入院を「慢性期」の３形態に分類 

（２）慢性期については更に、「認知症以外」「認知症」の別に分類し、「施策の推進による政

策効果の影響分」を考慮して算定 
分類 推進する施策 「政策効果の影響分」の考え方 

認知症 

以外 

地域移行を促す基盤整備 下記①②に該当しない患者は基盤整備により地域移行が可

能と想定し、地域移行係数を算出 

①精神病床における慢性期入院患者のうち厚生労働科学研

究班の策定した「重度かつ慢性」の基準案を満たす患者は

概ね60％と推計 

②統合失調症の入院患者のうち、入院治療が適当な程度の身

体合併症を有する患者の割合は10.5％と推計 

  

 

治療抵抗性統合失調症治

療薬（クロザピン）の普及 

先行国、先行県の実績を踏まえ、目標年次のクロザピンの普

及率を25～30％と想定し、地域移行係数を算出 

 

 

 

認知症 認知症施策の推進 

 

過去10年間（H17～26）の認知症施策の実績（慢性期入院受

療率(認知症)の減少）を勘案し、地域移行係数を算出 

   
（３）「政策効果の影響分」を考慮して算定した慢性期の入院需要の減は、これを吸収できる

「地域移行に伴う基盤整備」を達成すれば実現できると推定 
  
〔入院需要及び基盤整備量における目標値のイメージ図〕 

 
 

 

 

 

 

 

基盤整備完了は、令和 5 年度末を目標年として、目標値

を0.65～0.74割と推定（α：0.65～0.74） 

令和5年度末までにクロザピンを国内全体に普及すること

（25～30％の処方率）を目標値とし、1年あたり95～96％

で設定（β：0.95～0.96） 

過去の実績に基づき、1年あたり97～98％で設定 

（γ：0.97～0.98） 

急性期入院需要 

急性期入院需要 

回復期入院需要 慢性期入院（長期入院）需要 

回復期入院需要 慢性期入院（長期入院）需要 GH 等整備量 

平成26年 

令和5年度末 



３ 目標値の推計 
 

○令和5年度末における入院需要（患者数）の推計式 

 

H26年の性･年齢階級別急性期入院受療率×R5年の性･年齢階級別推計人口 

                 ＋ 

H26年の性･年齢階級別回復期入院受療率×R5年の性･年齢階級別推計人口 

                 ＋ 

H26年の性･年齢階級別慢性期入院受療率(認知症以外)×α×β3×R5年の性･年齢階級別推計人口 

                 ＋ 

H26年の性･年齢階級別慢性期入院受療率(認知症) ×γ3×R5年の性･年齢階級別推計人口 

 

○令和5年度末における地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）の推計式 

 
H26年の性･年齢階級別慢性期入院受療率(認知症以外)×(１－α×β3)×R5年の性･年齢階級別推計人口 

                 ＋ 

  H26年の性･年齢階級別慢性期入院受療率(認知症) ×（1-γ3）× R5年の性･年齢階級別推計人口 

 

４ 推計値 
 
○α、β、γを最大値（＝入院需要への影響が最小）とした場合の平成32年度末の目標値 

 （α＝0.74、β＝0.96、γ＝0.98） 

※目標値の算出に当たって必要な国の推計ワークシートの更新が未定のため、第5期障害福祉計画の推計値

を元に令和5年度末の目標値を算出し、令和元年度実績の数を元に年齢（65歳以上、未満）を按分。 

長期入院需

要（人） 

 地域移行に

伴う基盤整

備量（人） 

 計（「何もしな

かった場合」の

長期入院需要） 

65歳以上 65歳未満 65歳以上 65歳未満 

4,764 2,907 1,857 2,652 738 1,914 7,416 

 

 

 



第6期障害福祉計画及び第2期障害児福祉計画に係る基本指針の見直しについて

 「基本指針」（大臣告示）は、障害福祉施策に関する基本的事項や成果目標等を定めるもの。R２年５月に告示。
 都道府県・市町村は、基本指針に即して３か年の「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」を策定。計画期間はＲ３～５年度

１．基本指針について

① 施設入所者の地域生活への移行

・地域移行者数：Ｒ元年度末施設入所者の６％以上

・施設入所者数：Ｒ元年度末の１．６％以上削減

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

・精神障害者の精神病床から退院後一年以内の地域における平均生活日数
３１６日以上（H30年時点の上位10%の都道府県の水準）（新）

・精神病床の1年以上入院患者数：10.6万人～12.3万人に

（H30年度の17.2万人と比べて6.6万人～4.9万人減）

・退院率：3ヵ月後 69％以上、6ヵ月後 86％以上、１年後 92％以上

（H30年時点の上位10%の都道府県の水準）

③ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実

・各市町村又は各圏域に少なくとも１つ以上確保しつつ年1回以上運用状況
を検証、検討

④ 福祉施設から一般就労への移行等

・一般就労への移行者数： Ｒ元年度の１．２７倍
うち移行支援事業：1.30倍、就労Ａ型：1.26倍、就労Ｂ型：1.23倍（新）

・就労定着支援事業利用者：一般就労移行者のうち、7割以上の利用（新）
・就労定着率８割以上の就労定着支援事業所：７割以上（新）

⑤ 障害児支援の提供体制の整備等

・児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1カ所設置

・難聴児支援のための中核的機能を果たす体制の確保（新）

・保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村で構築

・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービス
を各市町村に少なくとも１カ所確保

・医療的ケア児支援の協議の場（都道府県、圏域、市町村ごと）の設置及び医療
的ケア児等に関するコーディネータの配置（一部新）

・ 地域における生活の維持及び継続の推進 ・ 福祉施設から一般就労への移行等 ・ 「地域共生社会」の実現に向けた取組
・ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 ・ 発達障害者等支援の一層の充実 ・ 障害児通所支援等の地域支援体制の整備
・ 相談支援体制の充実・強化等 ・ 障害者の社会参加を支える取組 ・ 障害福祉サービス等の質の向上
・ 障害福祉人材の確保

３．成果目標（計画期間が終了するＲ５年度末の目標）

⑦ 障害福祉サービス等の質の向上【新たな項目】

・各都道府県や各市町村において、サービスの質の向上を図るための体制構築

２．基本指針見直しの主なポイント

⑥ 相談支援体制の充実・強化等【新たな項目】

・各市町村又は各圏域で、相談支援体制の充実・強化に向けた体制を確保
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